
四半期報告書 

 

東京都板橋区蓮沼町75番１号 

 (E02299) 

  

（金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく報告書） 

（第120期第２四半期） 
自 平成24年７月１日 

至 平成24年９月30日 

2012/11/06 19:50:4012864258_第２四半期報告書_20121106194926



第120期第２四半期（自平成24年７月１日 至平成24年９月30日） 

１ 本書は金融商品取引法第24条の４の７第１項に基づく四半期報告書を、

同法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し

て、平成24年11月８日に提出したデータに目次及び頁を付して出力・印刷

したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。 
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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第119期 

第２四半期 
連結累計期間 

第120期 
第２四半期 
連結累計期間 

第119期 

会計期間 
自平成23年４月１日 
至平成23年９月30日 

自平成24年４月１日 
至平成24年９月30日 

自平成23年４月１日 
至平成24年３月31日 

売上高（百万円）  49,577  46,121  98,834

経常利益又は経常損失(△)（百万円）  △688  486  467

四半期（当期）純損失(△)（百万円）  △1,960  △1,221  △3,686

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  △3,336  △1,988  △3,832

純資産額（百万円）  33,801  30,993  33,064

総資産額（百万円）  117,157  112,817  120,777

１株当たり四半期（当期）純損失金額(△)

（円） 
 △21.17  △13.19  △39.80

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  28.5  27.0  27.0

営業活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  2,074  4,213  47

投資活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △2,092  △1,757  △3,622

財務活動によるキャッシュ・フロー（百万円）  △965  △3,168  3,467

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円） 
 12,517  12,722  13,606

回次 
第119期 

第２四半期 
連結会計期間 

第120期 
第２四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自平成23年７月１日 
至平成23年９月30日 

自平成24年７月１日 
至平成24年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失

金額(△)（円） 
 △8.69  3.29

2012/11/06 19:50:4012864258_第２四半期報告書_20121106194926

- 1 -



 第１四半期より、経営スピードの向上を目的に、従来の「ビジネスユニット」体制から、「社内カンパニー」体制

に変更し、「スマートインフラ・カンパニー」「ポジショニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」の３つの

社内カンパニー体制としております。 

 なお、これに伴い第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経

理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

  

 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについては、重要な変更はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

(1)業績の状況 

当第２四半期における経済環境は、欧州では財政不安の長期化により景気が悪化しており、この影響を受け、米

国では景気に減速感が出始め、中国等の新興国群でも、各国で状況は異なるものの景気は減速基調を示し始めており

ます。 

 一方、日本においては、東日本大震災からの復興需要が牽引となり、景気は緩やかな回復が続いてはおりますが、

海外経済の減速や円高の進行等により、その傾向は鈍化しております。 

  

 このような経済環境にあって、当社グループは、利益およびキャッシュフロー創出をスピード感を持って実行して

競合メーカーとの競争に勝ち抜くとともに利益ある持続的成長を実現していくため、事業の“Reform（改革）”と 

“Enhancement（強化）”の推進と2011年4月に制定したTOPCON WAYの思想に基づいた企業風土の改革に取り組んでま

いりました。 

 この“Reform（改革）”の取組みの一つとして掲げている生産拠点の最適化の推進を実現するため、当社グループ

の国内生産拠点の一つである、連結子会社㈱ソキア・トプコンの松田事業所を移転し、生産拠点の集約を図ることと

しております。 

また、第１四半期より、経営スピードの向上を目的に、従来の「ビジネスユニット」体制から、「社内カンパニ

ー」体制に変更し、「スマートインフラ・カンパニー」「ポジショニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」

の３つの社内カンパニー体制としております。 

 なお、これに伴い第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。 

  

こうした中で、当第２四半期の当社グループの［連結］業績は、次のようになりました。  

  

売上高は、前年同期と比べると、前年度に実施したファインテックビジネスの事業縮小による減少や欧州での為

替の影響による悪化、中国市況の低迷等により、売上高は４６１億２千１百万円となり、前年同期と比べ△７．０％

の減少となりました。 

 利益面では、売上高の減少がありましたものの、前年度に実施したファインテックビジネスの事業縮小や希望退職

者の募集、その他継続的な事業構造改革への取り組みにより、固定費の削減及び原価低減を行ったこと等から、営業

利益は１５億５百万円（前年同期と比べ９億８千８百万円の増加）、経常利益は４億８千６百万円（前年同期と比べ

１１億７千５百万円の増加）となり、前年同期と比べ大幅に改善いたしました。また、四半期純利益は、生産拠点の

最適化を目的に実施する㈱ソキア・トプコンの松田事業所移転費用及び投資有価証券の評価損を特別損失に計上した

こと等により、△１２億２千１百万円（前年同期と比べ７億３千９百万円の増加）の損失とはなりましたが、前年同

期と比べ改善いたしました。 

  

 セグメント毎の業績を示すと、次のとおりであります。 

  

 スマートインフラ・カンパニーでは、円高の影響を受けたものの、日本が伸長したことにより、売上高は１３７億

３千４百万円となり、前年同期と比べ１．５％の増加となりました。営業利益は、原価低減や固定費削減等に伴う収

益の改善により７億５千６百万円の利益となり、前年同期と比べ７億７千５百万円の増加となりました。  

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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 ポジショニング・カンパニーでは、欧州の市況低迷や円高の影響を受けましたが、米国が堅調に推移したことによ

り、売上高は１７４億３千７百万円となり、前年同期と比べ１．４％の増加となりました。営業利益は、この売上高

の増加により５億３千８百万円の利益となり、前年同期と比べ１千万円の増加となりました。  

  

 アイケア・カンパニーでは、欧州の市況低迷や円高の影響を受けたことにより、売上高は１４４億７千８百万円と

なり、前年同期と比べ△７．３％の減少となりました。営業利益は、売上高の減少等があったものの、原価低減等に

伴う収益の改善により４億３千万円の利益となり、前年同期と比べ５百万円の増加となりました。  

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期累計期間（６ヶ月）における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によるキャッ

シュ・フロー等による「資金」の増加があったものの、固定資産の取得や借入金の返済等による「資金」の減少があ

ったことにより、前年度末に比べ、８億８千３百万円減少し、１２７億２千２百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における営業活動による「資金」の増加は、４２億１千３百万円（前年同期は２０億７千４

百万円の増加）となりました。これは主に、売上債権の減少額４６億９千８百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における投資活動による「資金」の減少は、１７億５千７百万円（前年同期は２０億９千２

百万円の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出７億５千８百万円や無形固定資産の取得

による支出６億１千３百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期累計期間における財務活動による「資金」の減少は、３１億６千８百万円（前年同期は９億６千５百

万円の減少）となりました。これは主に、短期借入金の減少２８億１百万円等によるものであります。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4)研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は４１億６千５百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式  160,000,000

計  160,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数(株) 

(平成24年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成24年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  92,688,342  92,688,342
東京証券取引所 

(市場第一部) 
単元株式数は100株であります。 

計  92,688,342  92,688,342 ―― ―― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成24年７月１日～ 

平成24年９月30日 
 － 92,688,342 －  10,297  －  12,787
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 （注）１．大株主は、平成24年９月30日現在の株主名簿に基づくものであります。 

２．上記大株主に記載のあるTAIYO FUND, L.P.及びTAIYO BLUE PARTNERS, L.P.は株主名簿上の名義であり、そ

の所有株式の実質保有者はTaiyo Fund Management Co.L.L.C.であることを確認しております。 

（６）【大株主の状況】

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社東芝 東京都港区芝浦１丁目１番１号  32,566  35.1

TAIYO FUND, L.P.  

（常任代理人 シティバンク銀行

株式会社） 

米国、カリフォルニア 

（東京都品川区東品川２丁目３番１４号）
 15,149  16.3

第一生命保険株式会社 

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町１丁目１３番１号 

（東京都中央区晴海１丁目８番１２号晴海

アイランドトリトンスクエアオフィスタワ

ーＺ棟） 

 4,038  4.4

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー

505103  

（常任代理人 香港上海銀行東京

支店）  

米国、マサチューセッツ 

（東京都中央区日本橋３丁目１１番１号）
 3,640  3.9

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）  
東京都港区浜松町２丁目１１番３号   2,543  2.7

TAIYO BLUE PARTNERS, L.P. 

（常任代理人 シティバンク銀行

株式会社）  

米国、ワシントン 

（東京都品川区東品川２丁目３番１４号）
 1,533  1.7

株式会社三井住友銀行  東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  1,464  1.6

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  1,400  1.5

三井住友海上火災保険株式会社  東京都中央区新川２丁目２７番２号   1,203  1.3

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）  
東京都中央区晴海１丁目８番１１号   1,067  1.2

計 －  64,607  69.7
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①【発行済株式】  

 （注）１．「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれており

ますが、「議決権の数」の欄には同機構名義の議決権90個は含まれておりません。 

２．「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式61株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  －  － ―― 

議決権制限株式（自己株式等）  －  － ―― 

議決権制限株式（その他）  －  － ―― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 70,100

 － ―― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 92,581,300
 925,723 ―― 

単元未満株式 
普通株式 

 36,942
 －  １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数  92,688,342  － ―― 

総株主の議決権  －  925,813 ―― 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）       

株式会社トプコン 
東京都板橋区蓮沼町 

75番１号 
70,100 －  70,100  0.1

計 ―― 70,100 －  70,100  0.1

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 13,775 13,026

受取手形及び売掛金 ※4  35,871 ※4  29,725

商品及び製品 11,744 13,365

仕掛品 4,215 4,408

原材料及び貯蔵品 5,638 5,580

その他 8,705 8,164

貸倒引当金 △1,743 △1,165

流動資産合計 78,207 73,105

固定資産   

有形固定資産 12,850 12,098

無形固定資産   

のれん 10,048 8,903

その他 8,296 8,024

無形固定資産合計 18,344 16,928

投資その他の資産 ※1  11,374 ※1  10,684

固定資産合計 42,569 39,711

資産合計 120,777 112,817

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※4  12,206 ※4  10,976

短期借入金 33,625 36,921

未払法人税等 627 825

製品保証引当金 827 794

その他 8,088 7,423

流動負債合計 55,375 56,941

固定負債   

長期借入金 25,256 17,897

退職給付引当金 5,802 5,734

役員退職慰労引当金 30 33

その他 1,246 1,215

固定負債合計 32,337 24,882

負債合計 87,713 81,823
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,297 10,297

資本剰余金 14,711 14,711

利益剰余金 12,717 11,309

自己株式 △56 △56

株主資本合計 37,669 36,262

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △246 20

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 △4,755 △5,782

その他の包括利益累計額合計 △5,002 △5,762

少数株主持分 397 493

純資産合計 33,064 30,993

負債純資産合計 120,777 112,817
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

売上高 49,577 46,121

売上原価 30,690 26,721

売上総利益 18,886 19,400

販売費及び一般管理費 ※1  18,369 ※1  17,894

営業利益 517 1,505

営業外収益   

受取利息 29 32

受取配当金 18 15

その他 181 134

営業外収益合計 230 182

営業外費用   

支払利息 599 577

持分法による投資損失 40 51

為替差損 660 463

その他 135 109

営業外費用合計 1,436 1,202

経常利益又は経常損失（△） △688 486

特別損失   

投資有価証券評価損 547 646

事務所移転費用 － ※2  486

土地売却損 － 29

関係会社清算損 94 －

特別損失合計 642 1,162

税金等調整前四半期純損失（△） △1,331 △675

法人税、住民税及び事業税 652 379

法人税等調整額 △39 147

法人税等合計 612 526

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,943 △1,202

少数株主利益 16 18

四半期純損失（△） △1,960 △1,221
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,943 △1,202

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 246 266

繰延ヘッジ損益 31 0

為替換算調整勘定 △1,612 △1,020

持分法適用会社に対する持分相当額 △58 △32

その他の包括利益合計 △1,392 △785

四半期包括利益 △3,336 △1,988

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,324 △1,981

少数株主に係る四半期包括利益 △11 △7
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,331 △675

減価償却費 1,571 1,613

のれん償却額 743 769

貸倒引当金の増減額（△は減少） △24 △480

受取利息及び受取配当金 △48 △48

支払利息 599 577

投資有価証券評価損益（△は益） 547 646

事務所移転費用 － 486

退職給付引当金の増減額（△は減少） △332 △67

売上債権の増減額（△は増加） 1,565 4,698

たな卸資産の増減額（△は増加） △770 △2,229

未収入金の増減額（△は増加） 211 658

仕入債務の増減額（△は減少） 815 △662

その他 △229 △325

小計 3,319 4,961

利息及び配当金の受取額 57 66

利息の支払額 △583 △581

法人税等の支払額 △719 △233

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,074 4,213

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △211 △220

定期預金の払戻による収入 192 82

有形固定資産の取得による支出 △929 △758

有形固定資産の売却による収入 112 173

無形固定資産の取得による支出 △996 △613

投資有価証券の取得による支出 △1 △318

投資有価証券の売却による収入 32 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出 △47 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入 － 11

子会社株式の追加取得による支出 △14 △3

長期貸付けによる支出 △0 △53

長期貸付金の回収による収入 6 17

その他 △233 △75

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,092 △1,757

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,135 △2,801

長期借入れによる収入 500 3,382

長期借入金の返済による支出 △3,296 △3,500

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △70 △127

配当金の支払額 △185 △185

少数株主からの払込みによる収入 － 63

その他 △48 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △965 △3,168

現金及び現金同等物に係る換算差額 △270 △170

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,253 △883

現金及び現金同等物の期首残高 13,770 13,606

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  12,517 ※  12,722
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【会計方針の変更】  

（有形固定資産の減価償却の方法） 

 当社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、従来から採用している減価償却の方法を、法人税法の改正に伴ない、改正後の法人税法に基づく減価償却方法を

勘案して、変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

【注記事項】  

（四半期連結貸借対照表関係）  

※１．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

  

 ２．受取手形割引高 

  

 ３．債権流動化 

 当社は、平成15年10月から債権譲渡契約に基づく債権流動化を行なっており、当第２四半期連結会計期間末の譲

渡残高は、次のとおりであります。 

  

※４．第２四半期連結会計期間末日満期手形 

 当第２四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日でありましたが、当社は、満期日に決済があったものとし

て処理しております。当第２四半期連結会計期間末残高から除かれている第２四半期連結会計期間末日の満期手

形は次のとおりであります。 

  

（四半期連結損益計算書関係）  

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。  

  

※２ 当第２四半期連結累計期間の事務所移転費用は、当社の連結子会社である㈱ソキア・トプコンの事業所を、当社

の敷地内へ移転するために掛かる費用の見込額であり、主に、土地・建物等の減損損失及び設備の移動費用等であ

ります。 

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成24年９月30日）  

投資その他の資産 百万円 85 百万円 85

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成24年９月30日）  

受取手形割引残高 百万円 60 百万円 100

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成24年９月30日） 

受取手形及び売掛金譲渡残高 百万円 1,272 百万円 879

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間 
（平成24年９月30日）  

受取手形 百万円 290 百万円 198

支払手形        447        421

 
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

従業員給料手当 百万円 6,178 百万円 5,789

退職給付引当金繰入額  395  416
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

  

（株主資本等関係）  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの 

２．株主資本の金額の著しい変動 

  該当事項はありません。 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

１．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの 

２．株主資本の金額の著しい変動 

 該当事項はありません。 

 
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

現金及び預金勘定 百万円 12,678 百万円 13,026

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  161  303

現金及び現金同等物  12,517  12,722

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月19日 

取締役会 
普通株式  185  2  平成23年３月31日  平成23年６月３日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月28日 

取締役会 
普通株式  185  2  平成23年９月30日  平成23年12月５日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月18日 

取締役会 
普通株式  185  2  平成24年３月31日  平成24年６月６日 利益剰余金 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年10月31日 

取締役会 
普通株式  185  2  平成24年９月30日  平成24年12月６日 利益剰余金 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）      

「Ⅱ 当第２四半期連結累計期間 ３．報告セグメントの変更等に関する事項」に記載のとおりであります。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報          （単位：百万円） 

（注）「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）  

報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額は、四半期連結損益計算書計上の営業利益又は営業損失と一

致しております。 

  

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

前年度に実施したファインテックビジネスの事業縮小及び第１四半期に実施した「社内カンパニー」体制へ

の変更を反映し、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントを、従来の「ポジショニングビジネス」「ア

イケアビジネス」及び「ファインテックビジネス」の３区分から、「スマートインフラ・カンパニー」「ポジ

ショニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」及び「その他」の４区分に変更しております。 

従来のセグメント区分との関係は、次のとおりとなります。 

「ポジショニングビジネス」として区分していた事業は、新たに「スマートインフラ・カンパニー」と「ポ

ジショニング・カンパニー」に区分し、「スマートインフラ・カンパニー」は、光学技術を核とした測量／ 

ＧＩＳ及び３次元計測を中心とした事業を、「ポジショニング・カンパニー」はＧＰＳを核としたＩＴ施工及

び精密農業を中心とした事業を、それぞれ主力事業としております。 

「アイケアビジネス」として区分していた事業は、「アイケア・カンパニー」に区分しております。 

「ファインテックビジネス」として区分していた事業は、事業縮小実施後の継続事業を「その他」に区分し

ております。  

なお、当該変更を反映した前第２四半期連結累計期間の報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金

額に関する情報は、以下の通りとなります。 

 （単位：百万円）

（注）「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。 

  

  

報告セグメント   
消去及び 

全社  
合計 スマートインフラ 

カンパニー 
ポジショニング

カンパニー  
アイケア

カンパニー 
その他 計 

売上高    

外部顧客への売上高  9,535  16,380  14,478  5,728  46,121  ─  46,121

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 4,199  1,057  ─  ─  5,256  △5,256  ─

計   13,734  17,437  14,478  5,728  51,378  △5,256  46,121

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 756  538  430  △219  1,505  ─  1,505

  

報告セグメント   
消去及び 

全社  
合計 スマートインフラ 

カンパニー 
ポジショニング 

カンパニー  
アイケア 

カンパニー その他 計 

売上高   

外部顧客への売上高  9,274  16,729  15,620  7,952  49,577  ─  49,577

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 4,261  459  ─  ─  4,721  △4,721  ─

計   13,536  17,189  15,620  7,952  54,298  △4,721  49,577

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
 △19  528  424  △416  517  ─  517
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（金融商品関係）  

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日） 

 四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末に比して著しい変動がないため、記載を省略して

おります。 

（有価証券関係）  

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日） 

 四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末に比して著しい変動がないため、記載を省略して

おります。 

  

（デリバディブ取引関係）  

当第２四半期連結会計期間末（平成24年９月30日）  

取引の契約額その他の金額に前連結会計年度の末に比して著しい変動がないため、記載を省略しております。 

  

（企業結合等関係）  

当第２四半期連結会計期間（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日） 

 取引に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

（１株当たり情報）  

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

（重要な後発事象）  

 会社分割（簡易新設分割）による国内眼鏡営業事業の販社化 

 当社は、平成24年11月1日に当社の国内眼鏡営業事業を会社分割し、新設会社の株式会社トプコンビジョンケアジャ

パンに承継いたしました。 

１．取引の概要 

(1)分割対象事業の内容 

 当社アイケア・カンパニーに属する国内営業部の国内眼鏡グループが営む国内の眼鏡機器（レンズ加工機器を含

む）に関する営業、販売、マーケティングおよびアフターサービス（保守および修理を含む）に係る事業 

(2)分割期日 

平成24年11月１日 

(3)分割方式 

当社を分割会社とし、新設会社の株式会社トプコンビジョンケアジャパンを承継会社とする新設分割 

(4)その他取引の概要 

国内眼鏡営業事業を販社化することにより、業績に対する責任と権限を明確にし、意思決定の迅速化と経営の

効率化を目指すことを目的としております。 

２．実施する会計処理の概要 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として

処理いたします。  

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

 １株当たり四半期純損失金額（△） 円 銭 △21 17 円 銭 △13 19

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（△）（百万円）  △1,960  △1,221

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△） 

（百万円） 
 △1,960  △1,221

普通株式の期中平均株式数（千株）  92,618  92,618
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平成24年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………185百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月６日 

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録質権者に対し、支払いを行います。 

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トプコ

ンの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トプコン及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年11月８日

株式会社トプコン 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 濵尾 宏   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 石川 達仁  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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